
地域計画機関のあり方について
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A. 現状において如何なる欠陥があるか

(1) 抽象的な綜合開発計画があっても 、 具体的な Visual ~開発計画がない。 ( 具体的な Vi

sualな計合計画がない。)

(2) 上と 逆K個別の建設事業 ( 道路、 港湾、下水、工場、 住宅、 e t c. ) があっても、それを統

ーした一貫性あるマスタープランとプログラムがない。( 起業者一回、 地方公共団体、企業、

個人ー相互の関連不足 〉

(3) 現在の sect 化された官僚椴j誌の枠内では、上の欠陥を満足させる計国は期待できないが、

さりとて民間あるいは地方公共団体の個々 Kとのような Planning 1J o a rd をも っととは

困難である。(現存計問機t~~の能力と限界 )

(4) 地域計画、 都市計画が、 自然科学と社会科学の按点κ立ち、しかも造形的創造能力を要する

一大綜合技術であるK も拘らず、 とのような科学技術の棋のつなが りができていない。〈綜合

技術の米統合 )

(5) との ζ とはまた時間的K進行ナる開発計闘の統一位を期待できず、行きあたタの分断された

計画となっている。( 開発プログラムの分析 〉

(61 計画 と 直接とれを受ける住民と の相互的なつなが b が無〈、むしろ当地域の住民K主って作

成治7されるべき開発計画がかえって外からの押しつけ計画Kなっている。(上からの計画の

欠点 )

.゚ これから如何なる仕亭をすべきか

(1) 地域計画、 都市計画を単なる建築あるいは土木、造国技術の外廷の拡大とぜず、それらと境

を接し、 ちるいは重な b合いなが ら、 更K都市または地域という特定の対象の下K、他の基礎

的条件たる経済的、 社会的分析、更K法制技3民経営技術をも綜合的K駆使して新たなる独立

の分野として確立しようとするものである。

従って個々 の技手伝科学の上に立ちながら、とれを有機的K統合する手段と 組織を要すると共

κ、 個々の隣接諸科学、技術とも 密接な関連の下K業務を行う必要がある。

(2) 計画は具体的な Visual なものでなければな ら ないカk 単K感覚的、 審美的な ものではな

〈、合理的妥当性を根本的K追求したl:vc築かれねばならない。

(3) 計画は同時l亡との地域の内容となる住民、 企業等と直接lに結びつくので、 Visual Planｭ

ning の外lζ、とれが椛築後の管理、連用、草堂営等の問題についても併せて作成されなけれ

ばな らない。



C. 如何なる仕亭であるべきか(内容、方法)

すでに A ， B(I[述べたととるでイ卦示されているが、 特 11[重要な点をあげれば次のとな b であ .

る。

(l) 単なる綜合計画、 エコ ノミカル ・プランではない。

(2) 単なる個別建設計画、 設計の延長ではない。

(3) 個別の技布守、 科学の集合ではなしとれらを統合した ものである。

(4) とのよう K広m..多岐Kわたるので、片手間ではす玄ず、 相当の組続を要ナる。

(5) 既成の科学、 技術で左 〈、 一つの独立した分野を確立する。

(6) 具体的実施段階Kは諸技術との述けいが要求される。

(7) 広汎多岐Kわたるため、 個別主主門問題については可能な専門知誠の組f己主化、 動員を要ナる。

上の内容を具体的K整理すれば、大略次のよう K念る。

1 . 対象(地方、 都市、 地区、 e t c. )の調査、分析lζ関するとと(性格、特{放の規定〕

現状(自然状況、社会的状況、施設状況、歴史的状況) 1 r 内部的状況

将来の予測 J t 外部、 周辺とのつながり

1 対象K対ナる目的の設定K関ナる ζ と。

開発の可能性調査 � r 生産

l )商 業開発のア イディア r ~ 
観 光

開発のイメージ設定 J 住居 etc 

m. 対象(1[対するマス タープランの作成K関するとと

a) 予備調査

精密調査

外部条件の設定(電力、水、交通、， 日 t ふ〉

笑例lζ関ナる調査研究

b) 計画の原則設定

t開設づけと方向

計画の基本原則

c) 計画の作成

勢力圏、 影響圏

i ) 視覚構成計画 ( 造形計画 〉

ii) 土地利用計画(地域制 〉

用途、容積、形態、構造、言お也・公園

)( 



iii ) 基E琵支備、 諸施設計画

防潮堤、 排水施設、 防火施設

土下水道、 汚物処理、 汚水処理、 清掃

ガス、 電気 . 

,----
( 

iv) 基礎交通施設計画

道路駐車場

鉄道 ( 路面、 地下、高述、モノレール〉

港湾、 運河

空港

V) 各地域どと の利用施設計画

コミ a ニテイ;施設 (ショジピング、 慰楽、自 t c. ) 
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vi) コミ a ニケーシ ョ ン・プラン

都市の情報伝達椴椋(交通、通信)

努力国の計画 〈 産業、生活)

Vij) 諸法制の適用計画

viiD 事業貨の算定、分担計画

補 助金

財制計画
資金調違計碩

金融

受益者ー負担

私企業、個人分担、 笑施

ix 社会計画

生活環境の変化K よる生活構造、社会意誠の変化

社会病理現象の変容

社会構造の変化

住民生活と のつなが b についての計画



d) 計画の効果、効率の測定

経営計算上の効果、その他の経済外諸施設の測定

事業費との効率測定

I京対象K対ナる計画実施のパイロットプラン及びリコメンディション

a) 事業計画の工程及び開発のプログラム

b) 各地区及び施設のティピカルなパイロットプラン

住居地区プラン、緑地プラン、高度利用プラン、 et c. 

c) 土地買収、明号、換地等の法制的、経済的リコメンディション

d) 他資本導入の誘道措置Kついての具体的リコメンディツョン

日)剣苗 kの技術的、社会的条件Kついての リ コメンディショツ(地盤、風水、。 tc. ) 

f)諸施設の刺用、管理、 役営K対ナゐリコメ Yディション

g) 実施上の住民とのつながり、生活指造変化の指導.計画のPR、理紙促j色住民意

見の反映、機構等Kついてのリコメンディ γ ョン

h) その他視覚構造Kついてのリコメ、ンディション

。個別実施計画、設計の場合の計画者の推薦

(註 1) 1 , II , 1[, JV. はそれぞれ独立の業務としてある程度切 b離して行なえるもので

ある。しかし将来は工 --Nまで一貫した統一業務として行う ζ とがのぞましい。

1 , lI VCついては従来起業主体が行っていた沙k とれら当初の企画自体をも受託して

行う ζ と Kょ丸計画の;意味を明かKナる VCVC も~亡、その価値を高め、経営的Kは企

画科を請求し得る。

(註 2) ;) --V) 空間計画

vii) --ix) 社会計麗

vi) は両者の接点になる。

(註 3) a) はむしろlII VC附属すべきである。

(註4) i) については自ら機構をもてば続けて行ってよい。

D. どのような feeを詰求できるか

主記 C. の各業務 K ついて

1.は調査料 実質×定率

一般の市場調査、各種調査と類似するカ入目的が異る。

¥ j 
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JI. は企画料

( 規模、企画内容K よる特定率 〉

調査実質×定率

nr. は 計画科 ( 建築設計科K類似〉

総予i主規模、 種類K よる率 (α 〉を定め算出する。

予算× α 方式

Iτ は 各種どと K 率 ( fi ) を定め、計画料を算出する。

予算x fi 方式

E・如何なる組織、人民が必要か

(I) %;邸主~~;，成要素 ( 椴能的要素 )

心地域 別 anner

今後新しく 養成さるべきも の。 、しか し前述のよう κ業務内容が広汎多岐Kわたるので

一人が全部K通暁する ζ とは困難であり、次のとかり K分れる。

i) 専門 Planner

単なる専門家ではなく、あくまで地域 Plann 白 r としての巾広い総合力と視

野を持ちながら、ある程度専門的分野をもっ建造物関係、 設備関係、デザイン

関係、 法制、経済関係、社会 ・ 調査関係K分れる。

ii) 綜合 Planner 

全J投計画の調整、統合、 推進を行 う。

( 註 5 ) との分類tてついては、現在の学問分野K ょ ったが、 将来は新しい分類に組替え られ

ると考え られる。

b) 専門スタフア

従来の各科学、技術のとれK関係する各専門家

建築、土木、造園、 電力、 設備、 社会謁査、 経営、 法丹羽人地質、 水、 e t c. (勿論更

K細かい分類可能 〉

とれらは必ずしも常時内部的Kもつ必要はない。

c) 各実施担当協構

{回見'Ji3十回 '1(な った場合直ちKとれを笑施K笑現できる椴構と直結しているととがのぞ



ま しい。とのためKは個別コンサルタン ト、 設計事務所等とできるだけ多 く 特約を行

う。 場合K よっては部分的vct1椛を合一させる。( あるいは地域計画上の個別調査等

も別検椛で行う場合があ b 得る。)

d) 補助的組繰

り 地域計画等を行うための dr aft 調査等を行う下部機構

ii ) 経理、庶務契約等の事務機構

iiD 資料の収集、 整理、 研究等を行うも の。

(2) 構成要素の組職

a) 上の a). d) は内部的K絶対必要。

b) b) は顧問という形をとる。

c) c) は当分の問別機構とナる。状勢K よ っては内部機構K構成ナる。

(3) 必 要 人員

当 キ刀 ( 最低〉 才 一 次 予 定

地域プランナー 総合 1 人 総合 2人

専門 〈 建築 〉 1 人 専門 建築 2 造園

(土木〉 土木 エネ羊ルー 1 
設備( 設備 〉 水
調査

( 調査 > 社会 1 
法制 j翠 ) 1 刑ン 1

法制) 1 交通
1 

5 税務 15 

補助機構 事務，秘書 2 庶務，経理 5 

むaft，調査 2 Nぜt，調査 5 

4 資料 ，研究 2 1 0 

専 門スタジフ 地質， 衛生工事，都制士会，
財政の法制，エネル苛~，水， 時左と同じ

eτc. 

個別笑施機構 都市デザイン， 建築設計， 少なくとも建築設計，都市デザ

構造設計， 設備設計 イン，市場調査等の 1 つを準内
etc. 部機構とする

( 註 6 ) 是終的κは

地域プランナー
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